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国
公
有
財
産
の
最
適
利
用（
エ
リ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
）に
よ
る
地
域
連
携
の
推
進

　国
の
地
方
支
分
部
局
の
業

務
を
行
う
国
の
唯
一
の
総
合

出
先
機
関
で
あ
る
沖
縄
総
合

事
務
局
。そ
の
な
か
で
、財
務

部
は
財
務
省（
財
務
局
）の
事

務
等
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　沖
縄
の
本
土
復
帰
に
伴
い
、

琉
球
列
島
米
国
民
政
府
が
管

理
し
て
い
た
普
通
財
産
は
、現

在
、財
務
省
所
管
一
般
会
計

普
通
財
産
と
し
て
財
務
部
が

管
理
処
分
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　財
務
部
で
は
、
各
地
域
の

国
、県
、市
町
村
の
公
有
財
産

に
つ
い
て
、関
係
機
関
と
連
携

し
て
総
合
的
な
利
活
用
を
図

る「
国
公
有
財
産
の
最
適
利

用（
エ
リ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
）に

よ
る
地
域
連
携
の
推
進
」に
力

を
注
い
で
お
り
ま
す
。

　近
年
、市
町
村
に
売
払
い
を

行
っ
た
事
案
で
県
民
に
身
近
な

施
設
と
し
て
は
、平
成
29
年
に
建

物
の
老
朽
化
、庁
舎
内
の
狭
隘

化
及
び
バ
リ
ア
フ
リ
ー
へ
の
対

応
不
足
等
を
解
消
す
べ
く
石

垣
市
へ
、平
成
30
年
に
分
庁
舎
方

式
に
よ
る
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
分

散
化
及
び
建
物
の
老
朽
化
を

解
消
す
べ
く
宮
古
島
市
へ
そ

れ
ぞ
れ
新
庁
舎
敷
地
と
し
て

国
有
地
の
売
払
い
を
行
い
ま

し
た
。

　ま
た
、新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
の
感
染
拡
大
の
影
響

で
来
訪
者
が
減
少
し
て
い
る
中
、

令
和
3
年
に
は
名
護
市
か
ら
の

利
用
要
望
を
受
け
、ワ
ー
ケ
ー

シ
ョ
ン
拠
点
施
設
と
し
て
活
用
す

る
た
め
、国
有
財
産（
旧
研
修

所
）の
売
払
い
を
行
い
ま
し
た
。周

辺
リ
ゾ
ー
ト
ホ
テ
ル
等
と
連
携
し

て
ワ
ー
ケ
ー
シ
ョ
ン
ブ
ラ
ン
ド
を

確
立
さ
せ
、新
し
い
働
き
方
と
し

て
の
ワ
ー
ケ
ー
シ
ョ
ン
需
要
を
取

り
込
む
こ
と
で
、来
訪
者
及
び
観

光
収
入
の
増
加
や
、企
業
誘
致
に

つ
な
が
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
て
い

ま
す
。

　当
局
で
は
、今
後
も
引
き
続

き
、地
域
と
連
携
し
た
国
公
有

財
産
の
最
適
利
用
を
図
る
こ

と
に
よ
っ
て
、沖
縄
振
興
が
目

指
す「
沖
縄
の
自
立
的
発
展
」

と「
豊
か
な
住
民
生
活
の
実

現
」を
推
進
し
、も
っ
て「
国
民

生
活
の
安
定
・
向
上
」と「
日

本
経
済
の
発
展
」に
貢
献
し
て

い
き
ま
す
。

現在の石垣市庁舎

旧研修所

現在の宮古島市庁舎
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【公共事業等】
与那原町上の森かなちホール整備事業

【一般補助施設整備等事業】
那覇文化芸術劇場なはーと整備事業

【学校教育施設等整備事業】
うんな中学校整備事業

【公営住宅建設事業】
第一市営住宅整備事業(糸満市)

【一般補助施設整備等事業】
那覇港総合物流センター整備事業

【過疎対策事業】
ニューフェリーあぐに建造事業

【辺地対策事業】
伊江村野球場整備事業

地
方
公
共
団
体
が
行
う
事

業
の
う
ち
、災
害
復
旧
事
業
、

辺
地
・
過
疎
対
策
事
業
の
よ
う

に
国
が
責
任
を
持
っ
て
対
応
す

べ
き
分
野
や
、公
共
事
業
等
の

よ
う
に
国
の
政
策
と
密
接
な
関

係
の
あ
る
分
野
に
財
政
融
資

資
金
が
活
用
さ
れ
て
い
ま
す
。

貸
付
残
高
は
、昭
和
47
年
に
旧

琉
球
政
府
か
ら
引
き
継
い
だ
際

に
は
2
0
5
億
円
で
し
た
が
、令

和
4
年
3
月
末
で
は
6
，8
9
5

億
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。
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